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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第6期

前第2四半期
連結累計期間

第7期
当第2四半期
連結累計期間

第6期
前第2四半期
連結会計期間

第7期
当第2四半期
連結会計期間

第6期

会計期間

自　平成21年
4月 1日

至　平成21年
9月30日

自　平成22年
4月 1日

至　平成22年
9月30日

自　平成21年
7月 1日

至　平成21年
9月30日

自　平成22年
7月 1日

至　平成22年
9月30日

自　平成21年
4月 1日

至　平成22年
3月31日

売上高 （百万円） 109,360 128,022 60,442 68,793 247,224

経常利益 （百万円） 47 5,829 2,340 3,750 10,171

四半期（当期）純利益又

は四半期純損失（△）
（百万円） △1,672 2,613 740 1,798 6,487

純資産額 （百万円） － － 103,754 111,964 111,860

総資産額 （百万円） － － 217,103 233,333 236,804

1株当たり純資産額 （円） － － 227.51 239.99 246.20

1株当たり四半期（当

期）純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（円） △4.37 6.34 1.86 4.38 16.32

潜在株式調整後1株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 43.3 42.5 42.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 7,999 9,946 － － 22,827

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,966 △12,590 － － △13,066

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,377 2,633 － － 284

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 19,188 24,275 24,722

従業員数 （人） － － 11,899 12,416 12,235

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。

3．「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年9月30日現在

従業員数（人） 12,416[2,196]

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第2四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年9月30日現在

従業員数（人） 11 [2]

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第2四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

なお、当社従業員は㈱ＧＳユアサからの出向者であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第2四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第2四半期連結会計期間
　自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

前年同四半期比（％）

国内自動車電池（百万円） 8,262 －

国内産業電池及び電源装置（百万円） 13,522 －

海外（百万円） 24,004 －

報告セグメント計（百万円） 45,789 －

その他（百万円） 5,565 －

合計（百万円） 51,354 －

　（注）1．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、大型蓄電池並びに大型電源装置等の一部を除き、主として見込生産を行っておりますので、受注高

及び受注残高について特記すべき事項はありません。

(3）販売実績

　当第2四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第2四半期連結会計期間
　自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

前年同四半期比（％）

国内自動車電池（百万円） 14,962 －

国内産業電池及び電源装置（百万円） 16,619 －

海外（百万円） 30,555 －

報告セグメント計（百万円） 62,136 －

その他（百万円） 6,656 －

合計（百万円） 68,793 －

　（注）1．セグメント間の取引については相殺消去しております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第2四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第2四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の概況

　当第2四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国を中心とした海外経済の回復に伴う輸出の増加や政府の景気

対策により、緩やかな回復傾向を示しているものの、一段の円高進行や株安傾向もあり、全体の景況感は依然厳しく先

行き不透明な状況のまま推移しました。このような状況の下、当社グループは第二次中期経営計画をスタートさせ、海

外事業の拡大及び国内既存事業の収益力強化に努めるとともに、リチウムイオン電池事業の基盤構築に向けた取り組

みを行いました。

　当第2四半期連結会計期間の売上高は、アジアを中心とした海外で好調に推移したことに加え、国内においても新車

用自動車電池及びフォークリフト用電池の需要が回復し、687億93百万円と前第2四半期連結会計期間に比べて83億50

百万円の増加（13.8%）となりました。

　当第2四半期連結会計期間の利益は、国内の新車用自動車電池及びフォークリフト用電池の需要回復に伴う利益増加

と、海外においてはアジアが堅調に推移したことにより、営業利益は38億72百万円と前第2四半期連結会計期間に比べ

て17億16百万円の増加（79.6%）となりました。経常利益は、為替レートの変動により為替差損が発生しましたが、海

外の関連会社の収益改善に伴った持分法投資利益の増加等があり、37億50百万円と前第2四半期連結会計期間に比べ

て14億10百万円の増加（60.3%）となりました。四半期純利益は、持分法適用関連会社の整理に伴う特別損失の計上及

び税金費用を加味した結果、17億98百万円と前第2四半期連結会計期間に比べて10億57百万円の増加（142.9%）とな

りました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内自動車電池）

　売上高は、エコカー補助金終了前の駆け込み需要に加え、記録的な猛暑などが追い風となり堅調に推移したことによ

り、152億92百万円となりました。営業損益は、売上高の増加及び経費削減により、12億84百万円の営業利益となりまし

た。

　

（国内産業電池及び電源装置）

　売上高は、フォークリフト用電池が需要の回復に伴い販売数量が増加し、加えて太陽光発電設備の需要拡大もあり、

170億88百万円となりました。営業損益は、売上高の増加により16億67百万円の営業利益となりました。

　

（海外）

　売上高は、中国、東南アジアを中心とした自動車電池の販売数量の増加及び鉛相場の上昇による販売価格転嫁により

309億77百万円となりました。営業損益は、主として売上高の増加により23億66百万円の営業利益となりました。

　

（その他）

　車載用リチウムイオン電池事業及び照明事業等の売上高は、車載用リチウムイオン電池の販売数量の増加や道路照

明分野を中心とする官需が堅調に推移したこと等により54億34百万円となりました。営業損益は車載用リチウムイオ

ン電池の生産能力拡大に向けての設備投資による減価償却費の増加や研究開発費の発生及び消去又は全社費用もあ

り、14億45百万円の営業損失となりました。

　　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は242億75百万円と前連結会計年度末に比べて4億47百万円の減

少（△1.8％）となりました。当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は次のと

おりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主として税金等調整前四半期純利益及び減価償却費の影響により、50億29百

万円のプラス（前年同期は47億28百万円のプラス）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主として車載用リチウムイオン電池関連の有形固定資産を取得したことに

よる支出により、94億74百万円のマイナス（前年同期は26億55百万円のマイナス）となりました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、海外子会社において借入金の圧縮を進めた一方で、一部の製造設備について

賃借化を行ったことによる少数株主からの収入があり、34億49百万円のプラス（前年同期は67億2百万円のプラス）

となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

　

①基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値、株主

共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要であると考えていま

す。

　株式公開会社である当社の株式については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役

会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思により決定さ

れるべきであり、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するか否かは、最終的には当社株主の判断

に委ねられるべきものだと考えております。なお、当社は、当社株式について大規模な買付がなされる場合、これが

当社の企業価値、株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　その一方で近時、会社の取締役会の賛同を得ずに行う大規模な株式買付の動きが顕在化してきております。そし

て、企業買収の中には、その目的等から見て重要な営業用資産を売却処分するなど企業価値を損うことが明白であ

るもの、買収に応じることを株主に強要する仕組みをとるもの、買収提案の内容や買収者自身について十分な情報

を提供しないもの、被買収会社の取締役会が買収提案を検討し代替案を株主に提供するための時間的余裕を与えな

いもの、被買収会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議、交渉を必要とす

るものなど、不適切なものも少なくありません。

　当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉並びにお客様、取引先及び従業員等のス

テークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、これらに対する十分な理解がなければ、

当社の企業価値、株主共同の利益を確保、向上させることはできません。特に、当社の企業価値の源泉は、イ．長年の

経験、実績に裏打ちされた既存の電池電源事業分野等における高い技術力、ロ．上記の電池電源技術力を背景とし

て培われたリチウムイオン電池等環境対応型社会に即した次世代電池における高度な技術開発力、ハ．長年の実績

並びにイ．及びロ．の技術力を背景に、仕入先、販売先などの取引先や海外合弁事業パートナーとの間に醸成され

た信頼関係並びにグローバルなブランド力や高い競争力、ニ．上記イ．及びロ．の高い技術力を支え、向上させる

経験、ノウハウを有する従業員の存在、並びに、かかる従業員を継続的に育成し、その能力が存分に発揮されること

を可能にする企業文化にあると考えておりますが、当社の経営には、かかる当社の企業価値の源泉に対する正しい

理解が必要不可欠であります。当社株式の大規模な買付を行う者が、かかる当社の企業価値の源泉を理解し、これら

を中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値、株主共同の利益は毀損されることになりま

す。

　当社としては、このような当社の企業価値、株主共同の利益に資さない大規模な買付を行う者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模な買付に対しては必要かつ相当な

対抗措置を講じることにより、当社の企業価値、株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

　

②具体的な取り組み

イ．会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み

　当社は、平成16年の設立以来、「『革新と成長』－GS YUASAは、社員と企業の「革新と成長」を通じ、人と社会と

地球環境に貢献します。」という企業理念、「GS YUASAは、電池で培った先進のエネルギー技術で世界のお客様へ

快適さと安心をお届けします。」という経営ビジョンに基づき、国際競争力の強化、次世代技術の開発及び経営革

新と経営効率化を推進すること等により、企業価値の最大化を目指してまいりました。当社は、上記企業理念の

下、引き続き、既存事業の収益力強化、海外事業の拡大、リチウムイオン電池事業の立ち上げを推し進め、社会、環

境に貢献するグローバルな高収益企業グループを形成していくことが、企業価値の向上、株主共同の利益の最大

化につながるものと考えております。

　そこで、当社は、平成21年5月14日に、第一次中期経営計画の成果を経営基盤として長期的な視点に立ち、成長に

大きく踏み出すための方針として、事業環境が不透明な平成21年度は事業基盤を固め、成長への準備を進める年

度とし、平成22年度から平成24年度の3ヵ年を対象とする第二次中期経営計画を策定しました。第二次中期経営計

画の中では、(イ)．リチウムイオン電池事業の育成、(ロ)．海外事業の拡大、(ハ)．既存事業の収益力強化、

(ニ)．グループ全体の経営課題の実践を基本方針として掲げ、当社が今後も持続的に企業価値を確保、向上させ

ていくために、企業価値の源泉を最大限に活用し、中長期的な観点に立ち、第二次中期経営計画の経営目標の達成

を目指してまいります。
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ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み

　当社は、平成21年5月26日開催の取締役会において、当社の企業価値、株主共同の利益の確保、向上のための取り

組みとして、当社に対する不適切な買収等を未然に防止することを目的として、現行プランを一部改訂した当社

株式の大量取得行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を、株主総会において承認されることを

条件に継続的に導入することを決議し、平成21年6月26日開催の定時株主総会において、本プランを導入すること

の承認を得ました。

　本プランは、当社の企業価値、株主共同の利益が不適切な買付等により毀損されることがないように、当社株式

に対する買付等が行なわれる場合に、買付者等に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当

該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を

提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続を定めています。

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行うなど、買付者等による買付等が当社

の企業価値、株主共同の利益を害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得す

る旨の取得条項が付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対し

て新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定されます。）により割り当てます。

　なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を

排するため、企業価値評価委員会規則に従い、(イ)．当社社外取締役、(ロ)．当社社外監査役または(ハ)．社外の

有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者

等）で、当社経営陣から独立した者のみから構成される企業価値評価委員会の判断を経ることとしています。

　これに加えて、買収者が本プランに従っており、当社の企業価値、株主共同の利益を毀損することが明白ではな

い場合であって、かつ、株主総会の開催が実務上可能である場合には、当社取締役会は、原則として、株主総会を招

集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することを予定しています。

　こうした手続の過程については、株主の皆様への情報開示を通じてその透明性を確保することとしています。仮

に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の皆様により本新株予

約権が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引き換えに、買付者等以外の株主の皆様に対し

て当社株式が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50%まで希釈化される可

能性があります。

　

③具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

　上記②イ．に記載した企業価値向上のための取り組みは、当社の企業価値、株主共同の利益を継続的かつ持続的に

向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するもので、これらの各施

策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではありません。

　また、本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値、株主共同の利益を確保するための枠組みであ

り、基本方針に沿うものであります。

　特に、本プランは、イ．買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること、ロ．本プランの導入や発動の

是非について、株主意思を重視するものであること、加えて有効期間が2年間と定められている上、株主総会または

取締役会によりいつでも廃止できるとされていることから本プランの消長には株主の意向が反映されること、ハ．

独立性の高い社外者によって構成される企業価値評価委員会を設置し、本プランの発動に際しては必ず企業価値評

価委員会の判断を経ることが必要であるとしていることや、予め合理的な客観的要件が設定されていることによ

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保していること、ニ．企業価値評価委員会は当

社の費用で第三者専門家の助言を得ることができ、また、企業価値評価委員会の判断の概要については情報開示を

することとして、企業価値評価委員会の判断の公正さ、客観性及び透明性が担保される仕組みを確保していること、

ホ．本プランは、デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないことなどにより、その公正性、客

観性が担保されており、高度の合理性を有し、当社株主の共同の利益を損うものではなく、また、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではありません。
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(4）研究開発活動

　第1四半期連結会計期間より、国内自動車電池の研究開発は、㈱ＧＳユアサの技術開発本部が実施しております。国内

産業電池及び電源装置の研究開発は、㈱ＧＳユアサの技術開発本部、産業電池電源事業部電源システム生産本部開発

部、産業電池電源事業特機本部技術開発部がそれぞれ実施しております。海外の研究開発は、㈱ＧＳユアサの研究開発

センター、統一工業股?有限公司の研究グループ、Yuasa Battery, Inc.の開発グループ、Yuasa (Tianjin)

Technology Ltd.の技術開発部等がそれぞれ実施しております。その他の研究開発は、㈱ＧＳユアサの研究開発セン

ター、㈱ＧＳユアサのリチウムイオン電池事業部開発本部、㈱ジーエス・ユアサ テクノロジーの特殊・リチウム電池

本部大型リチウムイオン技術部、㈱ブルーエナジー研究開発部、㈱ＧＳユアサのライティング事業部技術開発部、㈱ユ

アサメンブレンシステム等がそれぞれ実施しております。

　当第2四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は16億7百万円であります。 

　また、当第2四半期連結会計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりであります。 

　

①国内自動車電池

　国内自動車電池事業では、自動車用鉛蓄電池に関する研究開発を実施しております。この分野では、当第2四半期連結

会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

②国内産業電池及び電源装置

　国内産業電池及び電源装置事業では、産業用鉛蓄電池、電源装置、特機、RMS（リモートモニタリングシステム）に関

する研究開発を実施しております。

　特機分野では、新しいコンセプトによるマイクロ燃料電池システムの商品化開発及び市場開拓を実施中であります。

　RMS（リモートモニタリングシステム）の分野では、エネルギー監視システムの伝送ユニットの小型化(従来の60%)

かつ低コスト化するリニューアル開発を完了しました。設備、施設システムの引き合いに対応して、現地調査、現地試

験など開発業務範囲が拡大しております。

　それ以外の分野では、当第2四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

　

③海外 

　海外事業では、ニッケル水素電池及び鉛蓄電池に関する研究開発を実施しております。この分野では、当第2四半期連

結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

④その他 

　その他の事業では、リチウムイオン電池基礎研究、自動車用リチウムイオン電池、産業用リチウムイオン電池、航空機

用リチウムイオン電池、宇宙用リチウムイオン電池、施設照明、紫外線応用機器、燃料電池、環境関連機器に関する研究

開発を実施しております。 

　航空機用リチウムイオン電池の分野では、リチウムイオン電池を搭載したボーイング社のB787（通称ドリームライ

ナー）の全日空（ANA）への初号機納入が、平成23年1月から3月の間に予定されております。 

　宇宙用リチウムイオン電池の分野では、平成22年9月11日に打ち上げられたH-ⅡA 18号機に当社グループのロケット

用リチウムイオン電池が搭載され、平成18年1月24日に打ち上げられたH-ⅡA 8号機への搭載後、H-ⅡB 1号機を含め連

続12回の打ち上げ成功に貢献しました。 

　それ以外の分野では、当第2四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

　

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しく、とりわけ各事業分野での激しい価格競争が続いております。

また、当社グループの主要製品である自動車用鉛蓄電池の販売数量は、季節の変化、特に（冷夏、暖冬など）気候の変

化による影響を大きく受けます。一方、コストの面では、当社グループの主要製品である鉛蓄電池は、主要原材料に鉛

を使用しておりますので、この鉛価格の変動は製造コストに影響を与えます。

　当社グループとしましては、これらの状況を踏まえて、さらなる合理化や経費削減に取り組むとともに、車載用リチ

ウムイオン電池を新たな事業の柱に育てるべく注力してまいります。

　

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの当第2四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、「(2）キャッシュ・フローの状況」に記

載しております。
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(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社は、企業理念及び経営ビジョンを次のとおり定めております。

［企業理念］

『革新と成長』－GS YUASAは、社員と企業の「革新と成長」を通じ、人と社会と地球環境に貢献します。 

［経営ビジョン］

GS YUASAは、電池で培った先進のエネルギー技術で世界のお客様へ快適さと安心をお届けします。

　

　第二次中期経営計画では、当社グループが長年培ってきた電池・電源技術によって、来るべき環境対応型社会の実現

に貢献し、企業理念に掲げる「革新と成長」のもと、総力を挙げて次の経営方針を重点的に取り組んでまいります。

①社会・環境に貢献し、ステークホルダーから高い支持を得る

②リチウムイオン電池事業を基幹事業の一翼を担う成長事業へ育成する

③グローバル企業として高収益事業グループを形成する
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第３【設備の状況】

１ 主要な設備の状況

　当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２ 設備の新設、除却等の計画

(1）前四半期連結会計期間末において実施中または計画中であった重要な設備の新設、拡充若しくは改修のうち、当第2

四半期連結会計期間に完成した主なものは、次のとおりであります。

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
金額

（百万円）
完成年月

㈱ＧＳユアサ 京都市南区

その他
研究開発設備、その他製造設備、

関係会社賃貸設備等
483平成22年9月

その他
大型リチウムイオン電池等の製

造設備
216 同上

国内産業電池及び電源

装置
自動車用鉛蓄電池等の製造設備 108 同上

国内産業電池及び電源

装置

電源装置・産業用鉛蓄電池等の

製造設備
149 同上

㈱リチウムエナジー　ジャ

パン　
京都市南区　 その他　

大型リチウムイオン電池等の製

造設備　
1,913 同上

㈱ブルーエナジー 京都市南区　 その他　
自動車用リチウムイオン電池等

の製造設備　
4,652平成22年7月

　（注）金額には消費税等は含まれておりません。

(2）当第2四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

会社名　 所在地　
セグメントの

名称　
設備の内容　

投資予定金額
資金調達

方法　
着手年月　 完了予定年月

総額　
既支

払額　

㈱リチウムエナジー　

ジャパン　

京都市南区

　
その他　

大型リチウムイオ

ン電池等の製造設

備　

9,543　 －　　　
自己資金及び

借入金　
平成22年8月　平成24年4月　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 413,574,714 413,574,714

東京証券取引所

　市場第一部

大阪証券取引所

　市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計 413,574,714 413,574,714 － －

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年9月30日 － 413,574 － 33,021 － 79,336
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(6)【大株主の状況】

 平成22年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海1－8－11 14,998 3.63

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町2－11－3 14,873 3.60

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2－1－1 14,000 3.38

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋3－5－12 13,473 3.26

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町1 11,180 2.70

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 9,327 2.26

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700 7,740 1.87

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1－1－2 7,108 1.72

野村信託銀行株式会社(投信

口)
東京都千代田区大手町2－2－2 6,002 1.45

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3－33－1 5,929 1.43

計 － 104,632 25.30

　（注）1．所有株式数の千株未満は切り捨てて表示しております。

2．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び野村信託銀行株

式会社の所有株式数は全て信託業務に係るものであります。

3. 野村證券株式会社及びその共同保有者である野村ホールディングス株式会社、NOMURA INTERNATIONAL PLC、

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,Inc.、野村アセットマネジメント株式会社から平成22年8月4日付で提出

された大量保有報告書(変更報告書)により、平成22年7月30日現在で以下の株式を所有している報告を受けて

おりますが、当社として当第2四半期会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況に含めておりません。

　 　なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1－9－1 △1,866 △0.45

野村ホールディングス株式会

社
東京都中央区日本橋1－9－1 0 0.00

NOMURA INTERNATIONAL PLC
Nomura House,1 St.Martin’ s-le-Grand

London EC1A 4NP,UK
9,783 2.37

NOMURA SECURITIES

INTERNATIONAL,Inc.

2 World Financial Center,Building B New

York,NY 10281-1198
213 0.05

野村アセットマネジメント株

式会社
東京都中央区日本橋1－12－1 8,233 1.99

計 － 16,362 3.96

　

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単元

株式数は1,000株であり

ます。

普通株式      708,000

（相互保有株式）

普通株式       99,000

完全議決権株式（その他） 普通株式  411,264,000 411,264 同上

単元未満株式（注） 普通株式    1,503,714 － －

発行済株式総数           413,574,714 － －
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

総株主の議決権 － 411,264 －

　（注）「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が62株含まれております。
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②【自己株式等】

 平成22年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）  　 　 　 　

株式会社 ジーエス

・ユアサ コーポ

レーション

京都市南区吉祥院西ノ

庄猪之馬場町1
708,000     － 708,000 0.17

（相互保有株式）  　 　 　 　

青森ユアサ電池販売

株式会社

青森市大字石江字江渡

11－5
62,000     － 62,000 0.01

富士電器株式会社
大阪府豊中市勝部1－8

－4
6,000     － 6,000 0.00

ジーエス・ユアサ取

引先持株会

京都市南区吉祥院西ノ

庄猪之馬場町1
26,000     － 26,000 0.01

株式会社 ジーエス

・ユアサ フィール

ディングス

東京都大田区大森北4

－8－1
5,000     － 5,000 0.00

計 － 807,000     － 807,000 0.19

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 （単位：円）

月別 平成22年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高 697 660 649 596 564 625

最低 621 569 572 523 485 523

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9月30日まで）及び前第2四半期連結累計期間（平成

21年4月1日から平成21年9月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第2四半期連結会計期間

（平成22年7月1日から平成22年9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年9月30日

まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年

9月30日まで）及び前第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表並びに当第2四半期連結会計期間（平成22年7月1日から平成22年9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平

成22年4月1日から平成22年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
平成22年9月30日

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
平成22年3月31日

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,391 14,542

受取手形及び売掛金 50,897 54,483

有価証券 13,907 10,205

商品及び製品 22,568 21,529

仕掛品 8,375 7,602

原材料及び貯蔵品 6,976 6,598

その他 10,740 14,298

貸倒引当金 △530 △348

流動資産合計 123,326 128,910

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 31,031 30,072

機械装置及び運搬具（純額） 20,208 18,603

土地 15,941 15,462

リース資産（純額） 4,193 61

建設仮勘定 2,086 6,386

その他（純額） 1,710 1,601

有形固定資産合計 ※1
 75,171

※1
 72,187

無形固定資産

リース資産 569 181

その他 1,212 1,335

無形固定資産合計 1,782 1,517

投資その他の資産

投資有価証券 23,700 25,251

その他 11,156 10,934

貸倒引当金 △1,929 △2,159

投資その他の資産合計 32,927 34,026

固定資産合計 109,881 107,731

繰延資産 125 162

資産合計 233,333 236,804
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（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
平成22年9月30日

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
平成22年3月31日

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,818 23,596

短期借入金 20,333 22,616

未払金 10,662 12,815

未払法人税等 1,559 2,139

設備関係支払手形 2,996 5,208

その他 10,239 9,663

流動負債合計 68,610 76,039

固定負債

長期借入金 31,998 32,688

リース債務 4,254 195

退職給付引当金 6,458 6,747

役員退職慰労引当金 378 408

関連会社整理損失引当金 1,650 －

その他 8,019 8,864

固定負債合計 52,759 48,904

負債合計 121,369 124,944

純資産の部

株主資本

資本金 33,021 33,021

資本剰余金 54,880 54,880

利益剰余金 14,777 14,634

自己株式 △293 △286

株主資本合計 102,385 102,249

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,754 4,830

繰延ヘッジ損益 － 5

土地再評価差額金 1,228 1,235

為替換算調整勘定 △8,285 △6,671

評価・換算差額等合計 △3,302 △600

少数株主持分 12,880 10,211

純資産合計 111,964 111,860

負債純資産合計 233,333 236,804
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

売上高 109,360 128,022

売上原価 85,953 98,124

売上総利益 23,407 29,898

販売費及び一般管理費 ※1
 23,494

※1
 23,784

営業利益又は営業損失（△） △87 6,114

営業外収益

受取利息 56 33

受取配当金 136 170

持分法による投資利益 896 1,378

不要原材料処分利益 38 －

その他 518 521

営業外収益合計 1,645 2,104

営業外費用

支払利息 954 746

為替差損 110 1,205

その他 446 437

営業外費用合計 1,511 2,389

経常利益 47 5,829

特別利益

固定資産売却益 10 29

投資有価証券売却益 7 －

貸倒引当金戻入額 47 233

退職給付制度改定益 － 302

その他 46 61

特別利益合計 111 626

特別損失

固定資産除却損 142 95

固定資産売却損 36 33

投資有価証券評価損 1 8

関連会社整理損 － ※2
 3,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 302

その他 185 66

特別損失合計 366 3,505

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△207 2,951

法人税等 863 526

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,424

少数株主利益又は少数株主損失（△） 600 △188

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,672 2,613
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【第2四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第2四半期連結会計期間
自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結会計期間
自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

売上高 60,442 68,793

売上原価 46,452 52,832

売上総利益 13,990 15,960

販売費及び一般管理費 ※1
 11,833

※1
 12,087

営業利益 2,156 3,872

営業外収益

受取利息 36 11

受取配当金 5 15

持分法による投資利益 509 888

不要原材料処分利益 25 －

その他 294 106

営業外収益合計 870 1,023

営業外費用

支払利息 483 380

為替差損 42 589

その他 159 175

営業外費用合計 685 1,145

経常利益 2,340 3,750

特別利益

固定資産売却益 4 26

投資有価証券売却益 7 －

貸倒引当金戻入額 14 88

退職給付制度改定益 － 302

その他 33 16

特別利益合計 58 433

特別損失

固定資産除却損 23 78

固定資産売却損 0 18

投資有価証券評価損 1 8

関連会社整理損 － ※2
 3,000

その他 87 62

特別損失合計 112 3,167

税金等調整前四半期純利益 2,286 1,016

法人税等 1,059 △563

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,579

少数株主利益又は少数株主損失（△） 486 △218

四半期純利益 740 1,798
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△207 2,951

減価償却費 4,549 4,806

投資有価証券評価損益（△は益） 1 8

投資有価証券売却損益（△は益） △7 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,154 26

退職給付引当金の増減額（△は減少） 55 △256

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △124 △29

受取利息及び受取配当金 △192 △204

支払利息 954 746

為替差損益（△は益） △96 34

固定資産売却損益（△は益） 26 4

固定資産除却損 142 95

持分法による投資損益（△は益） △896 △1,378

関連会社の整理に伴う債権の減少及び引当金の
増加

－ 3,000

売上債権の増減額（△は増加） 8,505 3,648

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,546 △3,430

仕入債務の増減額（△は減少） △4,845 △465

その他 △3,397 2,001

小計 10,170 11,557

利息及び配当金の受取額 667 860

利息の支払額 △1,004 △745

法人税等の支払額 △1,833 △1,726

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,999 9,946

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,705 △12,144

有形固定資産の売却による収入 200 88

投資有価証券の取得による支出 △17 △5

投資有価証券の売却による収入 14 0

子会社株式の取得による支出 － △10

貸付けによる支出 △40 △5

貸付金の回収による収入 11 24

その他 △429 △539

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,966 △12,590
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（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△31,117 △1,591

長期借入れによる収入 574 298

長期借入金の返済による支出 △1,946 △595

新規取得設備の賃借化による少数株主からの収
入

－ 4,280

株式の発行による収入 32,845 －

自己株式の取得による支出 △33 △6

配当金の支払額 △2,203 △2,478

少数株主への配当金の支払額 △16 △124

連結子会社設立に伴う少数株主からの払込によ
る収入

2,940 －

連結子会社増資に伴う少数株主からの払込によ
る収入

490 3,185

その他 △153 △333

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,377 2,633

現金及び現金同等物に係る換算差額 772 △437

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,183 △447

現金及び現金同等物の期首残高 14,005 24,722

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 19,188

※
 24,275
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

1.連結の範囲に関する事項の変更　 （1）連結の範囲の変更

　第1四半期連結会計期間において、㈱ジーエス・ユアサ インターナショ

ナル及び㈱ジーエス・ユアサ ビジネスサポートは、㈱ＧＳユアサを存続

会社とする合併に伴い消滅したため、連結の範囲から除外しております。

　また、当第2四半期連結会計期間において、Battery World NZ Ltd.は、

Century Yuasa Batteries (NZ) Ltd.を存続会社とする合併に伴い消滅し

たため、連結の範囲から除外しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　64社　

2.持分法の適用に関する事項の変更 （1）持分法適用の非連結子会社及び関連会社の変更

　当第2四半期連結会計期間より、TY Dynamic Co., Ltd.を新たに設立した

ため、持分法適用の範囲に含めております。

（2）変更後の持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

　26社

3.会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適

用しております。 

　これにより、当第2四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が13百万

円減少し、税金等調整前四半期純利益が316百万円減少しております。

（2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年3月10日）を

適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　これに伴う当第2四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半

期純利益に与える影響は、軽微であります。

（3）企業結合に関する会計基準等の適用

　第1四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会

計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12月26日）、

「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公

表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しており

ます。
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【表示方法の変更】

当第2四半期連結累計期間
  自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日　内閣府令第5号）の適用により、当第2四半

期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　前第2四半期連結累計期間において、営業外収益の「不要原材料処分利益」として掲記していたものは、金銭的重要性が

乏しくなったため、当第2四半期連結累計期間では営業外収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当第2四半

期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「不要原材料処分利益」は42百万円であります。

　 

当第2四半期連結会計期間
  自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日　内閣府令第5号）の適用により、当第2四半

期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　前第2四半期連結会計期間において、営業外収益の「不要原材料処分利益」として掲記していたものは、金銭的重要性が

乏しくなったため、当第2四半期連結会計期間では営業外収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当第2四半

期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「不要原材料処分利益」は12百万円であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

税金費用の計算　 　税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第2四半期連結累計期間
  自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

（退職給付制度の改定）

　平成22年9月1日付で当社の連結子会社である㈱ＧＳユアサは、従来採用していた複数の退職給付制度を新たな企業年金

制度及び退職一時金制度に移行するとともに、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度に移行しております。

　この移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第1号）」を適用し、退職給付制

度改定益302百万円を特別利益として計上しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第2四半期連結会計期間末
平成22年9月30日

前連結会計年度末
平成22年3月31日

※1　有形固定資産の減価償却累計額は112,478百万円であ

ります。

※1　有形固定資産の減価償却累計額は112,025百万円であ

ります。

　2　偶発債務

保証債務及び保証予約

 下記の6社の銀行等の借入金に対し債務保証を行って

おります。

　2　偶発債務

保証債務及び保証予約

 下記の5社の銀行等の借入金に対し債務保証を行って

おります。

PT. GS Battery 445百万円

上海杰士鼎虎動力有限公司 31〃

天津東邦鉛資源再生有限公司 142〃

連雲港倚天科技有限公司 229〃

北京日佳電源有限公司 11〃

Yuasa Battery (Malaysia)

Sdn. Bhd
20〃

合計 879〃

PT. GS Battery 493百万円

天津東邦鉛資源再生有限公司 155〃

連雲港倚天科技有限公司 141〃

北京日佳電源有限公司 13〃

Yuasa Battery (Malaysia)

Sdn. Bhd.
35〃

合計 838〃

　この他に、下記の会社の銀行等の借入金に対し保証予

約を行っております。

　この他に、下記の会社の銀行等の借入金に対し保証予

約を行っております。

山東華日電池有限公司 363百万円 山東華日電池有限公司 396百万円

　3　財務制限条項

　借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計

24,000百万円）には、財務制限条項が付されており、下

記のいずれかの条項に抵触した場合、多数貸付人の請

求に基づくエージェントの借入人に対する通知によ

り、契約上の全ての債務について期限の利益を失い、借

入金元本及び利息を支払うことになっております。

　3　財務制限条項

　同左

（条項）

(1）各年度の決算期の末日における連結貸借対照表に

記載される純資産の部の合計額を(ⅰ)644億円

（ただし、シンジケートローン契約のうち、12,000

百万円については、626億円）または(ⅱ)直近年度

の決算期の末日における連結貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額の75％のいずれか高い

方の金額以上に維持すること。

　

 

 

(2）各年度の決算期の末日における損益計算書及び連

結損益計算書に記載される経常損益をいずれも2

期連続で損失としないこと。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第2四半期連結累計期間
  自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
  自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

※1　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記の

とおりであります。

※1　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記の

とおりであります。

荷造運送費 3,064百万円

従業員給与及び賞与 6,731〃

福利厚生費 1,153〃

退職給付費用 1,133〃

不動産賃借料 568〃

減価償却費 463〃

研究開発費 1,363〃

荷造運送費 3,463百万円

従業員給与及び賞与 7,652〃

福利厚生費 1,327〃

退職給付費用 1,083〃

不動産賃借料 731〃

減価償却費 642〃

研究開発費　 968〃

　2　　　　　　　　　────── ※2　当社は、持分法適用関連会社の三洋ジーエスソフトエ

ナジー株式会社を解散させ特別清算することを平成

22年8月20日開催の取締役会で決議しております。

　　 本件による整理損見込額として3,000百万円の特別損失

を計上しております。

前第2四半期連結会計期間
  自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結会計期間
  自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

※1　 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記

のとおりであります。

※1　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記の

とおりであります。

荷造運送費 1,680百万円

従業員給与及び賞与 3,349〃

福利厚生費 575〃

退職給付費用 596〃

不動産賃借料 296〃

減価償却費 203〃

研究開発費 652〃

荷造運送費 1,958百万円

従業員給与及び賞与 3,854〃

福利厚生費 709〃

退職給付費用 526〃

不動産賃借料 373〃

減価償却費 321〃

研究開発費 465〃

　2　　　　　　　　　────── ※2　当社は、持分法適用関連会社の三洋ジーエスソフトエ

ナジー株式会社を解散させ特別清算することを平成

22年8月20日開催の取締役会で決議しております。

     本件による整理損見込額として3,000百万円の特別損

失を計上しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第2四半期連結累計期間
自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年9月30日現在） （平成22年9月30日現在）

現金及び預金勘定 11,713百万円

有価証券 7,500〃

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △24〃

現金及び現金同等物 19,188〃

現金及び預金勘定 10,391百万円

有価証券 13,907〃

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △23〃

現金及び現金同等物 24,275〃
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（株主資本等関係）

当第2四半期連結会計期間末（平成22年9月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自　平成22年4月1日　

至　平成22年9月30日）

1．発行済株式の種類及び総数

　普通株式   　　413,574千株

  

2．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 708千株

  

3．配当に関する事項

　 配当金支払額　 

 
（決議）

株式の種類 配当の総額 配当の原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年6月29日

定時株主総会
普通株式 2,477百万円 利益剰余金 6円 平成22年3月31日平成22年6月30日

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第2四半期連結会計期間（自　平成21年7月1日　至　平成21年9月30日）

 

電池及び電源

照明
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　
国内

海外
(百万円)

小計
(百万円)

　

自動車
電池

(百万円)

産業電池
及び
電源装置
(百万円)

　

売上高                                     　
(1）外部顧客に対する売上高 13,85213,73026,32953,9111,5704,96060,442 － 60,442　
(2）セグメント間の内部売上高　

又は振替高
160 39 － 199 15 940 1,155(1,155)－ 　

計 14,01213,76926,32954,1111,5855,90061,598(1,155)60,442　

営業利益又は営業損失（△） 49 892 2,0232,965△337 △145 2,482 (326)2,156　

　

前第2四半期連結累計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年9月30日）

 

電池及び電源

照明
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　
　

国内

海外
(百万円)

小計
(百万円)

　

自動車
電池

(百万円)

産業電池
及び
電源装置
(百万円)

　

売上高                                     　
(1）外部顧客に対する売上高 25,89622,63249,22397,7522,6738,934109,360 － 109,360　
(2）セグメント間の内部売上高　

又は振替高
292 52 － 344 29 1,6332,006(2,006)－ 　

計 26,18922,68449,22398,0962,70210,567111,367(2,006)109,360　

営業利益又は営業損失（△） △453 △420 3,0742,199△797 △617 783 (870)△87　

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。

2．各事業の主な製品

(1）電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等

(2）照明：施設照明及び紫外線照射装置

(3）その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等
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【所在地別セグメント情報】

前第2四半期連結会計期間（自　平成21年7月1日　至　平成21年9月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円） 　

売上高                             　
(1）外部顧客に対する売上高 37,394 11,474 7,639 3,935 60,442 － 60,442　
(2）セグメント間の内部売上高　

又は振替高
4,035 2,878 3 － 6,916 (6,916) － 　

計 41,429 14,352 7,642 3,935 67,359 (6,916)60,442　

営業利益 959 1,087 497 191 2,737 (581) 2,156　

　

前第2四半期連結累計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年9月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧米
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円） 　

売上高                             　
(1）外部顧客に対する売上高 66,349 21,324 14,812 6,873 109,360 － 109,360　
(2）セグメント間の内部売上高　

又は振替高
6,950 5,752 6 － 12,710(12,710) － 　

計 73,300 27,077 14,819 6,873 122,071(12,710)109,360　

営業利益又は営業損失（△） △2,034 1,807 736 323 833 (920) △87　

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2）欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3）その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

　

【海外売上高】

前第2四半期連結会計期間（自　平成21年7月1日　至　平成21年9月30日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 12,337 9,930 4,528 26,796

連結売上高（百万円）             60,442

連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.4 16.4 7.5 44.3

前第2四半期連結累計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年9月30日）

 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 22,726 19,321 7,998 50,046

連結売上高（百万円）             109,360

連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.8 17.7 7.3 45.8

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア　　　　----------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2）欧米　　　　　----------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3）その他の地域　----------------　オーストラリア、ニュージーランド　他

3．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

1．報告セグメントの概要　

　当第2四半期連結累計期間（自平成22年4月1日　至平成22年9月30日）及び当第2四半期連結会計期間（自平成

22年7月1日　至平成22年9月30日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績の評価のために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、主要な連結子会社で、国内においては製品別に事業を統括する事業部と、海外の事業を統括す

る事業部を置いて、それぞれの事業部のもと事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、事業部を基礎としたセグメントから構成されており、「国内自動車電池」、「国

内産業電池及び電源装置」、「海外」の3つを報告セグメントとしております。

　「国内自動車電池」は車載用鉛蓄電池の製造・販売、「国内産業電池及び電源装置」は産業電池・電源システ

ムの製造・販売、「海外」は海外における蓄電池の製造・販売を行っております。

　

2．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第2四半期連結累計期間（自　平成22年4月1日　至　平成22年9月30日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計国内
自動車電池

国内産業電池
及び電源装置

海外 計

売上高       

外部顧客への売上高 27,871 28,673 59,714116,25811,763128,022
セグメント間の内部売上
高又は振替高

619 1,004 853 2,476△2,476 －

計 28,490 29,677 60,567118,7359,287128,022

セグメント利益 1,917 2,027 4,444 8,388△2,274 6,114

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びセグメント利益の調整額であります。

報告セグメントに含まれない事業セグメントは、リチウムイオン電池事業及び照明事業等を含んでおります。

セグメント利益の調整額は△1,275百万円であり、セグメント間取引消去△766百万円、及び各報告セグメント

に配分していない全社費用△508百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

　

当第2四半期連結会計期間（自　平成22年7月1日　至　平成22年9月30日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計国内
自動車電池

国内産業電池
及び電源装置

海外 計

売上高       

外部顧客への売上高 14,962 16,619 30,55562,1366,65668,793
セグメント間の内部売上
高又は振替高

330 468 422 1,221△1,221 －

計 15,292 17,088 30,97763,3585,43468,793

セグメント利益 1,284 1,667 2,366 5,318△1,445 3,872

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びセグメント利益の調整額であります。

報告セグメントに含まれない事業セグメントは、リチウムイオン電池事業及び照明事業等を含んでおります。

セグメント利益の調整額は△623百万円であり、セグメント間取引消去△384百万円、及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△239百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。
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（追加情報）

第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

3月21日）を適用しております。

　

（1株当たり情報）

1．1株当たり純資産額

当第2四半期連結会計期間末
平成22年9月30日

前連結会計年度末
平成22年3月31日

1株当たり純資産額 239円99銭 1株当たり純資産額 246円20銭

2．1株当たり四半期純利益金額等

前第2四半期連結累計期間
  自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
  自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

1株当たり四半期純損失金額 4円37　銭 1株当たり四半期純利益金額 6円34　銭

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　1株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
　自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結累計期間
　自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △1,672 2,613

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（百万円）
△1,672 2,613

期中平均株式数（千株） 382,442 411,954

前第2四半期連結会計期間
  自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結会計期間
  自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

1株当たり四半期純利益金額 1円86銭 1株当たり四半期純利益金額 4円38銭

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結会計期間
　自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日

当第2四半期連結会計期間
　自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

四半期純利益（百万円） 740 1,798

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 740 1,798

期中平均株式数（千株） 397,682 411,043

　

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

　

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年11月6日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大西　寛文　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　宏和　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社 ジーエス・

ユアサ コーポレーションの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21

年7月1日から平成21年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション及び連結子会社の平成21

年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第

2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　　　　

　　　　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年11月5日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　幸彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　宏和　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社 ジーエス・

ユアサ コーポレーションの平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成22

年7月1日から平成22年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年9月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション及び連結子会社の平成22

年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第

2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　　　　

　　　　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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